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簡素化に関する基礎 

FASB が持分法会計を改訂する

ASU 提案を発行 
トレバー・ファーバー（Trevor Farber）及びマット・ローリー（Mat Lorie）（デロイト&トウシュ LLP） 

 

2015年 6月 5日、FASBは、その簡素化の取り組み（すなわち、関連する財務諸表情報の有用性を

維持又は強化する一方、現行米国会計基準のコスト及び複雑性を低減させる審議会による努力）の

一環として、持分法会計に係る ASU 提案1を発行した。当提案は、投資者に対して、(1)持分法投資

に関連するベーシス・ディファレンス（basis difference）2に関する会計処理、及び(2)所有持分の増

加により新たに持分法適格となった投資を、投資が保有された全ての過去期間において適用されて

いたかのように、遡及的に会計処理する規定を排除することにより、持分法投資に係る会計処理を

改訂することになる。 

当 ASU 提案に係るコメント期限は、2015 年 8 月 4 日である。 

ベーシス・ディファレンスの排除  

現行米国会計基準においては、報告事業体は、持分法被投資者の購入価格と被投資者の基礎とな

る純資産に対する持分を分析することが要求されている（被投資者が連結される場合に要求される

アプローチと同様の方法で）。このベーシス・ディファレンスは、取得日時点の公正価値と帳簿価額が

相違する被投資者の識別可能資産及び負債に起因する。識別可能純資産に配分されない余剰コス

トは、持分法のれんとみなされる。投資者はまた、持分法ベーシス・ディファレンスの繰延税金の影響

を識別する必要がある。 

その後、投資者は、当該ベーシス・ディファレンスの会計処理に当たり、持分法被投資者の利益又は

損失に対する持分を調整しなければならない。例えば、投資者は、識別可能無形資産に係るベーシ

ス・ディファレンスに関連する追加償却に関する被投資者の利益に対する持分を調整することになる。

しかしながら、のれんとみなされるベーシス・ディファレンスの一部は、事業体が、のれんを償却する

ASC 350-203の代替的会計処理を選択した非公開会社である場合を除き、償却されないことにな

る。 

当 ASU提案は、持分法投資のベーシス・ディファレンスを別個に会計処理する規定を排除することに
なる。これに代わり、全体のベーシス・ディファレンスは、投資基礎の一部とみなされることになる。 

  

 
1 FASB Proposed Accounting Standards Update, Simplifying the Equity Method of Accounting. 

2 ベーシス・ディファレンスは、持分法投資取得のコストが、投資者の被投資者の純資産に対する比例的持分を超過する金額と

して定義されうる。 

3 FASB会計基準編纂書リファレンスのタイトルについては、デロイトの「FASB会計基準編纂書におけるトピック及びサブトピック

のタイトル」を参照のこと。 

注：本資料は Deloitt & Touch LLP が作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したものです。 

この日本語版についは有限責任監査法人トーマツにお問合せください。 

この日本語版は、読者のご理解の参考までに作成したものであり、英語版ニュースレターの補助的な

ものです。あくまで英語版が（正）となります旨、ご了承下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やむむたたたう言葉の意味、規則 

http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176166104088
http://www.iasplus.com/en-us/publications/us/other/codtopics/file
http://www.iasplus.com/en-us/publications/us/other/codtopics/file
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FASBは、この改訂は、複雑性を減少させることになる、と信じている。投資者は、被投資者の識別可

能な資産及び負債の取得日時点の公正価値を決定することが要求されないためである。加えて、被

投資者の基礎となる純資産の投資者の割合を超過する持分法投資のコストの超過する金額は、持

分法のれんとみなされないことになる。したがって、のれんを償却することを選択した非公開会社は、

もはや、持分法のれんと従来みなされていた投資の一部を償却することはない。 

当 ASU 提案は、ベーシス・ディファレンスを別個に会計処理する規定を排除することになるが、それ
は、利益及び損失が実現するまで、投資者と被投資者間の会社間取引を除去する規定には影響を
与えない。 

設例―持分法投資ベーシス・ディファレンス 

 

 

投資者 A は、被投資者 B の 25％の普通株式を 2015 年 1 月 1 日に、現金 6 百万ドルで購入する。投資者 A
は、B に対して重要な影響力を行使する能力があり、したがって、持分法会計を適用する（法人所得税は無視
する）。 

B の資産及び負債の 2015 年 1 月 1 日時点の帳簿価額と公正価値は、以下の通りである: 

  帳簿価額  公正価値** 

現金  $     4,000,000  $     4,000,000 

流動資産  8,000,000  8,000,000 

有形固定資産*  9,000,000  13,000,000 

負債       (5,000,000)       (5,000,000) 

純資産  $    16,000,000  $    20,000,000 

     
投資者 A の 25 パーセント持分

持分 

 $     4,000,000  $     5,000,000 

持分法のれん          1,000,000 

購入価格合計    $     6,000,000 

     
* 有形固定資産の残存耐用年数は 10 年である。 

** 被投資者 B は、その他の未認識の識別可能無形資産を有していない。 

現行米国会計基準で及び当 ASU 提案の双方において、投資者 A は当初、B に対する投資を 6 百万ドルで
認識する。しかしながら、現行米国会計基準においては、A は、その 25 パーセント持分に対して支払った 6 百
万ドルと B の基礎となる純資産の帳簿価額に対する持分（4 百万ドル）との差額の分析が要求されることにな
る。この設例では、A は、ベーシス・ディファレンスの 1 百万ドルは、被投資者の有形固定資産に関連するもの
であり、1 百万ドルは、持分法のれんであると結論付けた。したがって A は、有形固定資産に関連するベーシ
ス・ディファレンスを、次の 10 年間にわたり各年ごとに 100,000 ドル B の利益（又は損失）の事後の持分を減
額することにより会計処理することになる。投資者 A は、のれんを償却せず、したがって、事後において持分法
のれんを別個に会計処理しないことになる。 

当 ASU 提案に準拠して、A はベーシス・ディファレンスを分析することは要求されないことになる。これに代わ
り、全てのベーシス・ディファレンスは、投資の基礎の一部として取り扱われることになる。したがって、A は、持
分法会計を事後に適用する場合には、ベーシス・ディファレンスに係る B の利益又は損失に対する持分を調
整しないことになる。 

 

編集者注：現行米国会計基準では、持分法被投資者における追加的ベーシス・ディファレンスは、

投資者が、被投資者の持分を取得し、被投資者の資産又は負債が公正価値で会計処理され、公

正価値の変動が累積その他の包括利益で記帳される場合に存在する可能性がある（例えば、売

却可能証券又はデリバティブ商品）。当 ASU 提案では、これらのベーシス・ディファレンスは、別個

に識別される必要はないことになる。 

開示 

当 ASU は、もしあれば、「投資が引き継がれている金額と純資産に対する基礎となる持分金額との
差額、及び差異の会計上の取り扱い」を開示する規定を排除することになる。 
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しかしながら、持分法投資者は、適用日後の初年度に係る彼らの年次及び期中財務諸表で、(1)会
計原則の変更性質及び理由、並びに(2)過去比較期間に認識されたベーシス・ディファレンスの償却
金額を開示が要求されることになる。 

移行措置及び発効日  

FASB は、受領するコメント・レターのフィードバックを検討後、当 ASU の発効日を議論する予定であ
る。審議会は、現行の持分法投資に係る移行措置は、修正された将来に向かっての適用とされるべ
きである、と決定した。つまり、ベーシス・ディファレンスの会計処理は、発効日時点で終了し、残存ベ
ーシス・ディファレンスは、投資基礎の一部として取り扱われることになる（すなわち、投資者は、ベー
シス・ディファレンスを将来にわたり会計処理することはもはや要求されない）。  

編集者注：当 ASU 提案は、持分法被投資者のベーシス・ディファレンスが、単一資産に関連して

支配的である場合に、重要な影響を有する可能性がある。例えば、投資者は、単一の不動産を保

有する持分法被投資者に対する持分を取得する可能性がある。この場合には、不動産の公正価

値が、帳簿価額を超過する部分（取得後の不動産価値変動の結果として）は、当該投資の購入価

格に含まれることになる。被投資者が、その後、帳簿価額を越える金額で売却することを意図する

と仮定すれば、被投資者が実現する利益の一部（又は潜在的には全ての利益）は、投資者の投

資の原価に既に含まれていることになる。当 ASU 提案は、取得日時点で投資に含まれていた利

益の一部に関して、持分法を適用するに当たり、被投資者の利益の割合の調整を、投資者に要

求しないことになる。 

所有のレベル又は影響力の程度の増加  

現行米国会計基準（ASC 323-10-35-33）によれば、投資者が、被投資者に対する投資を増加させ
る場合（又はその他の方法で、被投資者に対する重要な影響力を取得する場合）、「投資者の投資、
事業の結果（表示対象となる当期間及び過去期間）及び留保利益は、当該投資が過去の全ての期
間中に実質的に持分法が適用されていたかのように、段階的に遡及的に調整されなければならな
い」。当 ASU 提案は、この規定を排除する。むしろ、被投資者に対する追加的持分を取得するコスト
は、投資者が従来保有していた持分の帳簿価額（それは、市場性ある証券の原価又は公正価値で
ある可能性がある）に追加され、持分法会計が、投資者が被投資者に対して重要な影響力を行使す
る能力を取得した時点から、その後、適用されることになる。 

設例―所有のレベル又は影響力の程度の増加 

投資者 Aは、2015年 1月 1日時点で、被投資者 Bの普通株式の 10パーセントを 400,000 ドルで取得する。
投資者 A は、B に対する重要な影響力を行使する能力を有しないため、この当初投資を原価法により会計処
理する。 

2015 年 7 月 1 日時点で、A は、B の普通株式を 900,000 ドルで追加取得する。投資者 A は今や、合計で B
に対する 30 パーセントの持分を有しており、したがって、B に対する重要な影響力を行使する能力を有してい
る。 

現行米国会計基準では、Aは、当該 20パーセント持分の追加取得時に、段階基礎で遡及的に財務諸表にお
いて調整することを要求される。したがって Aは、当該年度の前半 6 ヶ月間に関して、Bの利益の 10パーセン
トを含むことになり、2015 年 12 月損益計算書において当該年度の後半 6 ヶ月に係るか B の利益の 30 パー
セントを含むことになる。当 ASU 提案によれば、A は、2015 年 12 月損益計算書における当該年度の後半 6
ヶ月に係る B の利益の 30 パーセント含むことのみを要求されることになる。 

移行措置及び発効日  

FASB は、受領するコメント・レターのフィードバックを検討後、当 ASU の発効日を議論する予定であ
る。審議会は、投資者は、最終 ASU の発効日後、発生する所有レベルの増加に対して、当 ASU 提
案の改訂を将来に向かって適用することを決定した。 
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